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平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
対
す
る
意
見

中
経
連
は
税
制
委
員
会（
委
員
長：
上
田
副
会
長
）に
お
い
て
、提
言「
平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
対
す
る
意
見
」を
取
り

ま
と
め
た
。今
後
、首
相
はじ
め
関
係
閣
僚
、財
務
省
、経
済
産
業
省
等
の
関
係
省
庁
、各
政
党
お
よ
び
地
元
選
出
議
員
等

に
税
制
改
正
の
要
望
を
行
う
。提
言
の
概
要
は
以
下
の
と
お
り
。

本
提
言
は
、全
体
で
２
部
構
成
と
な
っ
は体
言は
柁
は星
な
サ妥
が
柁
厮

d
は
拘

な
ねと
と
は
ら

の
税制
への
期待
」に
つ
いて
記
して
いる
。

第
Ⅱ部
で
は、
第
Ⅰ部
の
基本
的見
解を
踏ま
え
、具
体的
な項
目に
つ
いて
の
要望
を行
って
いる
。

１
．企
業
の
活
力
向
上
に
資
す
る
税
制
の
整
備

（
１
）企
業
の
国
際
競
争
力
向
上

①
法
人
実
効
税
率
は
、ア
ジ
ア
諸
国
が

鯖
の

z

体

へ

は
Ⅰ

行
基

項
養
▲
ü
な

る

、
人
実
実税
で
ま
ぞ

の

な
遵

実
を
擢の
整
備・
拡
充
の
た
め
の

設
備
投
資
や
、雇
用
の
増
加
に
対
す
る
優
遇
税
制
措
置

を
設
け
る
べ
き
。

（
２
）中
小
企
業
の
活
力
向
上

①
事
業
承
継
税
制
は
、非
上
場
株
式
の
評
価
方
式
を
見
直

す
等
、使
い
勝
手
の
向
上
を
図
る
べ
き
。円
滑
な
事
業
承

継
が
可
能
と
な
るよ
う
、関
連
す
る
資
産
課
税
の
あ
り
方

を
再
考
す
べ
き
。

②
雇
用
促
進
税
制
は
、対
象
地
胃
の
②

使

あ
非
用

考
す
べ
き

関

関
加
■
経
済
社
会
の
変
化
に
ふ
さ
わ
し
い
税
制
の
新

陳
代
謝
を
進
め
る

中部圏の期待



取得額の30％の特別償却、
もしくは取得額の７％の税額
控除

耐震性向上を目的とする事業用
建物の改修、増改築

津波被害の軽減を目的とする既存
の防潮堤、防波堤の強化や新設

安全性の高い場所への事業場ある
いは施設の移転における設備投資

非常用自家発電など非常用機器
への設備投資

災害復旧に資すると認定できる
特定の機械等への設備投資

液状化に係る被害の軽減を目的
とする地盤改良工事

土地の簿価の増加額の７％の
税額控除

措置案対象となる設備投資
＜具体的な税制措置の案＞
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１．呟向上巐資〝
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あり、地域の
創業や雇用に抑制的に働くため、廃止すべき。

（３）未来投資の促進
①パテントボックス税制を創ッょぴょぴ パ 雇創

創 すべき。ス ス ス ス スス的 ス ス べ 的 雇Ķス す 的 パの 創 制

③ 用用用 用用はFに め ぴ制 た す 業 業止もる りき。簟 的た㌪たたたにす砥 た た
創 的 的 的的 的 的 的た 的的た 的た すテ テ 雇醶 べ 務負

担に配慮しつつ、本来わが国で納めるべき税を意
図的に回避する行為のみを合算課税の対象とす
るよう、のべき。

②贈与税は、資産承継を促し若年世代が消費支出
を拡大できるよう税率を引き下げるべき。

（２）地域の自立性の強化、税収の偏在性の是正
①地方法人二税は縮減の上、地方消費税の拡充を
図るべき。

②寄付税制について、新たに創設された「企業版ふ
るさと納税」の十分なＰＲ活動に期待したい。

（３）地域経済の活力向上
①地方拠点強化税制は、名古屋市や旗化旵憎 市 属 に 澄、 期 する べ

き Ｒは 、 世業 点 地 g点 に 旗 る の 憎 、 減 税 飽税 引 き 上
げ べき。 納 税制 は 方 げ は 》

② 界 制 は 、 に 税 し 上 業 すべき。（再掲）
③事業所税は、地域の創業や雇用に抑制的に働く

ため、廃止すべき。（再掲）
④固定資産税は、償却資産への課税を廃止す

【廃廃廃課税は、業の雇用にへ
抑制的 介止すべきà

き 制
寸 止すべき

抑
所

に抑 ねを
制
ァ産 止すべき 、地

止 止すべき淘は 太械 /止

は 課

税止すべき

き

き

き巐

用

課

ァ

どに
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② 固 定 資 産 税 は、 償 却 資 産へ の課 税 を 廃 止 す べ に は 苨課 税 は 丼

の

へ 廃 課

べ を 税 は 丼


